
 2018年 4月号

　(1)  ASK Monthly 通信　　　　愛知商工連盟協同組合　Tel.052-721-0082  Fax.052-721-0241  https://aishoren.or.jp　お問合せ info@aishoren.or.jp

ASK Monthly 通信　
　　　　　　

編集・発行 /愛知商工連盟協同組合 〒461-0040 愛知県名古屋市東区矢田 1-3-11

Vol. 43    

　 ASK Monthly 通信　(2)

愛知商工連盟協同組合は 2017 年 11 月 1日 技能実習法に基づく一般監理事業（優良な監理団体）の許可を取得しました。
『許可番号　許 1706000229』　「一般監理事業」においては通常の３年間（１号・２号）の技能実習生の受け入れに加えて
条件付きですが２年間の受け入れの延長（３号）が可能となります（特定監理事業ではとり扱うことができません）。

愛知商工連盟協同組合 理事長　鹿島　均

ともに目指す！

国民性の違いを数字で考える ------ ホフステッド指数
ASKバンコクからの駐在員報告 Vol.6

愛知商工連盟協同組合 
国際事業部海外開発部長　福田 讓
ASEAN要衝の地バンコクで
各国情報を集め、送り出し機関
を視察。素早い動きと的確な
サポートで国際事業部をリード

・男らしさを求める強さは、日本は何と全体の 2位。この傾向の
　強い社会では、良い成績を獲得することや競争に勝つこと、
　出世することが重視され、対して、この傾向の弱い社会では、
　良好な人間関係や妥協、日常生活の知恵、社会的功績が重視さ
　れます。アジアの国々では、中国が全体の 12位と平均より高い
　数値ではありますが、アジアの国々はおろか、世界全体で見ても、
　日本は圧倒的に高い数値です。
・長期主義的傾向の強さは、日本は全体の 3位。但し、1位は韓国、
　2位が台湾、そして 4位が中国と東アジアの国々が上位を占めて
　います。
　東南アジアの国々では、シンガポールが 12位と高く、タイは
　平均を下回り、全体としてバラつきが見られます。上位の東アジア
　の国々には冬と夏の寒暖の差が存在することもあり、先を見越した
　計画的な資質が、変化のある環境を生き延びる上では優位に働く
　のかもしれません。

又、日本と価値観や行動様式が最も近い国は１番のハンガリーと
２番のポーランド。
日本と他のアジアの国では、韓国が 39番。中国が 47番。マレー
シアが 61番。シンガポールが 64番。他の欧米諸国以上に価値観
や行動様式に開きがあるというのも興味深い傾向です。
外務省が実施しているアセアン調査では、アセアン諸国の抱く
親日度は世界の他の国々を大きく上回り、日本が１位という結果が
出てはいますが、アセアンの国々が日本に関心を寄せる要素は、
日本の進んだ科学技術というのが上位であり、必ずしも日本人に
対する親しみを表す要素ではありません。ホフステッド指数で表
された日本と他のアジアの国々との大きな隔たりは、日本を経済・
科学の発展において特殊たらしめ、特にアセアン諸国からの尊敬を
勝ち得ることに成功した要素ではあるものの、一方、国際化が進む
社会の中で、一緒に仕事をし、生活をする上では、日本は彼らに
とって、遠く近寄りがたい国でもあるのかもしれません。
自分の国の特異性を理解し、他の国の特異性を尊重する態度が真の
国際交流には求められます。客観的な数値で、国民性を眺めて見る
のも有意義かもしれません。

益々の国際化が進む中、多様な文化、社会、国籍を持つ人たちとの
交流は、今や日本国内で生活する人々にとっても、大きな関心事の
ひとつと言えるのではないでしょうか。
お隣の外国人と話がしてみたいとは思いつつ、未知の交流には誰しも
が不安を覚え戸惑うもの。でも、もし、お相手の国民性を事前に知る
ことが出来たらどうでしょう？
そんな時に、お役に立てるかもしれないツールが『ホフステッド指数』
です。
オランダの社会科学者であるヘールト・ホフステッドにより開発された、
国民性を定量的に測定し、指数化したもの。
ホフステッド指数は以下の６つの指数で構成されています。
1)Power distance index(PDI) 上下関係の強さ
2)Individualism(IDV) 個人主義傾向の強さ
3)Uncertainty avoidance index(UAI) 不確実性の回避傾向の強さ
4)Masculinity(MAS) 男らしさを求める強さ
5)Long-term orientation(LTO) 長期主義的傾向の強さ
6)Indulgence versus restraint(IVR) 快楽的か禁欲的か

１～６までの全ての指数が揃っているのは、調査対象とした 110 の国・
地域のうちの 65ヵ国。これら６つの指数から見た日本の特長として、
以下の３つが目を引きます。
・個人主義傾向の強さはアメリカが 1位。日本は 30位と平均的では
　ありますが、何となく個人主義傾向の強いと思われる中国や韓国、
　他のアジアの国々よりも２倍以上高い数値となっています。この
　数値は意外ではありませんか？

新しい顧問紹介します

右
写
真 

右
か
ら
中
山
厚
先
生
、
鹿
島
理
事
長

(info@aishoren.or.jp)

平成 29年度第 9回事務局長会議及び理事会
日時：平成 30年 3月 30日（金曜日）
場所：愛知商工連盟協同組合 本部会館 ３階
議題　①　組合員数（個人・法人）
　　　②　平成 29年度第 45回定期総代会について
　　　③　45周年記念事業について
　　　④　新顧問の紹介
　　　⑤　その他
　　　　　・大連政府への日本商品出展依頼について
　　　　　・プライバシーマーク認定更新支部負担金について

お問い合わせください。
ご相談お待ちしています。

愛知商工連盟協同組合は昨年 11月に一般監理事業の許可を得、
この 2月５日には外国人技能実習生介護職受け入れ許可通知書
を交付されました。組合員様のご要望に応じ随時介護実習生の
受け入れをすすめてまいります。

「外国人技能実習生介護職受け入れ」
広報活動
説明相談会

順次すすめていきます

お知らせ

あなたの街の介護施設に
東南アジアの国々からお手伝いに
頼れる介護士めざしてやってきます
あたたかく受け入れてあげてください

今月申し込み、面接を実施して
入国は来年の４月以降になります
計画・ご相談はお早めに！

平成 30年度、
愛知商工連盟協同組合の新しい顧問に
中山 厚 先生が就任されました。

経歴　昭和 33年 4月生
　　　昭和 56年 3月　東京大学法学部卒
　　　　　　　　4月　大蔵省（現財務相）入省
　　　平成  元年 5月　
　　　　　　　　　　　
　　　平成 10年 12月 
　　　　　 18 年 7 月   
　　　　　 25 年 6月　
　　　　　 26 年 7月
　　　　　 27 年 6月
　　　愛知学院大学特任教授　研究テーマ：日本の財政と金融　

在リオ・デ・ジャネイロ
日本国総領事館領事
東京国税局調査第一部長
東京税関総務部長
東海財務局長
国税不服審判所次長
中部国際空港常勤監査役

2018 年 第 10 回 大連日本商品展覧会
中国国際貿易促進委員会と大連市人民政府が主催する標題展覧会は
中日経済貿易投資分野における専門展示販売商談会であり、毎年秋
に、大連世界博覧会広場で開催しています。
これまで、この展示商談会にはかず多くの優秀な日本企業が一堂に
会する中国国内で唯一の日本商品に特化した展示商談会となってお
り、日本の 40都道府県及び中国国内から計 2,500 余りの日系企業
が出展しています。
2018 年は皆様のご期待に応え、ここ大連には現在 4,600 社あまり
の日系企業が進出されており中日貿易交流の中心として、中国東北
地区最大の貿易都市を誇る大連市において引き続き第 10回大連日
本商品展覧会を開催することになりました。
　会期：2018 年 9月 21日（金曜日）～23日（日曜日）9:00～11:00
　会場：大連世界博覧広場Aホール
　主催：中国国際貿易促進委員会　大連市人民政府
＊出展・視察等、詳細お問合せは 国際事業部部長 張忠艶 まで

陽春の候となりました。皆様には益々ご隆盛のこととお慶び申し上げます。
　世上では公文書改竄問題で大いに揺れております。確かに民主主義にとって看過でき
ない由々しき問題であり、事の真相を明らかにする必要性は大いに感じますが、我々事
業者業団体にとっての喫緊の課題は今後さらに難化する雇用確保に他なりません。
　政府は、労働力不足問題に対して国内においては働き方改革、外国人受け入れに対し
ては高度人材の受入推進を進め、地方においても職種に限定し特区を設け外国人の受入
を進めていますが対処療法的な対策に過ぎず、人口減少問題も含めた抜本的な施策を進
めていく必要性を益々痛感するこのごろです。
　それと同時に考えなくてはならないのが本文に掲載の福田駐在員のレポートです。
私も含め皆様は東南アジア諸国の人たちは我々と共通の価値観と行動様式を持っている
と勘違いをしていませんでしたか？ レポートによるとその価値観、行動様式は欧米諸国
以上に開きがあるということをご存知でしたか？
　アセアン諸国の親日度の高さは親近感からではなく、日本の進んだ科学技術に対して
の評価からであるということを知り私は複雑な思いを抱きました。というのも昨年の技
能オリンピックのメダル獲得数がアジア勢の中でも中国、韓国より下位であり、昨年の
特許出願数においても中国を下回り技術立国ニッポンは過去のものになりつつあるから
です。
　初心に帰り真摯な姿勢で学ぶと同時に親近感の持てる国になるべく一人一人が努力を
し、日本に行って共に仕事をしたいと思ってもらえる国にならなければ日本の将来は危
ういと考えるのは間違いでしょうか。


